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全国の特別支援学校〔聴覚障害部門〕を対象に，カリキュラム・マネジメントの実施や
「専門職の学習共同体」の醸成，専門性の継承・向上の実現に関する質問紙調査を行った。
収集したデータをもとに相互の関係性を分析した結果，「専門職の学習共同体」を醸成して
いる学校においては専門性を継承・向上している実感が高いことが明らかとなった。また，
実施するカリキュラム・マネジメントの質（内容）として「カリキュラムの『見える化』と
共有の場づくり」，「カリキュラム開発のための協働の場づくり」等のカリキュラムを基軸
に教職員間のつながりを深める取組を行っている学校においては，「専門職の学習共同体」
の構成因子のうち「学校内の信頼関係」，「目標の共有」，「学校内外の協働」が醸成されてい
ることが示された。このことから「専門職の学習共同体」を効果的に醸成していくために
は，質の高いカリキュラム・マネジメントを実施する必要性が示唆された。 
 
キーワード：専門職の学習共同体，特別支援学校版 PLC 構成因子，カリキュラム・マネジ
メント 
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Ⅰ 問題と目的 
現在，学校現場の抱える課題は多様かつ複雑になっている。学校の教職員に
求められる知識・技能は更新され続け，とりわけ，障害種ごとに異なる専門性
を必要とする特別支援学校においては専門性の継承・向上が大きな課題とされ
ている。中でも，特別支援学校〔聴覚障害部門〕の設置数は他の障害種と比較
した際に，視覚障害部門，病弱部門と並び少数で，1 校しか設置されていない
県も多い。そのため，特別支援学校〔聴覚障害部門〕においては，専門性の継
承・向上がかねてより課題といわれ続けてきた。このことを裏返せば，他の障
害部門よりも専門性の継承と向上のための工夫が組織的に行われてきたといえ
る。しかし，近年の人工内耳や補聴器等の医療，科学技術の進歩も影響し，子
どもの在籍数は減少傾向にあり，それは教職員数の減少につながっている。そ
のため，教職員の異動や退職に付随して，専門性の継承と向上を図る必要性が
課題として強く認識されている。 
持続的に教職員の専門性を高め続ける学校づくりに示唆に富むのは，「専門
職の学習共同体（Professional Learning Community）」（以下：PLC）論である。
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 PLC とは「受け持つ生徒たちにとってより良い結果を達成するために，集合的
な探究やアクションリサーチの継続的なプロセスのなかで協同的に活動するこ
とに尽力する教育者たち」（DuFour 2008）を指す。より平易に言い換えれば，
子ども達の学びと成長のために持続的に学び合い，専門性を高め続ける教職員
を中心とした集団である。それでは，PLC はどのように醸成することができる
のだろうか。 
PLC 醸成の鍵を握るのはカリキュラム・マネジメント（以下：CM）である。先
行研究において CM と PLC の関連は指摘されており，熊谷・藤井（2019）は，CM
に Shein（2016/2009）の文化の「学習/変革のモデル」の考え方を取り入れるこ
とで，PLC を醸成するプロセスを示した。しかし，特別支援学校には，一つの
学校の中に複数の部門や学部，学科が設置されていること等の様々な独自性が
あるが，特別支援学校を対象とした CM による PLC 醸成に関する先行研究は管
見の限りなかった。また，CM と PLC の関係性は実証的には明らかにされていな
かった。 
そこで，本研究では特別支援学校における CM の実施の有無や実施される CM
の質（内容），PLC の醸成，専門性の継承・向上のそれぞれの関係性を明らかに
することを目的とし，全国の特別支援学校〔聴覚障害部門〕を対象とした質問
紙による調査を行った。 
 
Ⅱ 研究方法 
１ 調査対象者と実施手続き 
2019 年 7 月～8 月に，全国の特別支援学校〔聴覚障害部門〕117 校を対象と
して，質問紙の郵送と調査協力の依頼を行い，回答記入後の質問紙は返信用封
筒によって回収した。各学校に対し，校長，校長以外の管理職，教務，CM を学
校で中心となって取り組む教職員から任意の 1 名を選出した上で，質問紙へ回
答を求めた。117 校中 68 校から質問紙への回答が得られ，回収率は 58.1％であ
った。 
回答の得られた特別支援学校に設置されている障害部門は，聴覚障害のみが
50校（73.5％），聴覚障害以外の障害種の部門を併設した学校が 17校（25.0％），
無回答が１校であった。そのうち，併設されている部門については，知的障害
部門が 17 校（100％），肢体不自由部門が 8 校（47.0％），視覚障害部門が 5 校
（29．4％），病弱部門が 5 校（29.4％）であり，複数の障害部門を併設してい
る全ての学校で，知的障害部門を併設していた。また，全ての障害種の幼児児
童生徒を対象としている総合支援学校もあった。 
回答者は校長が 7 名（10.2％），校長以外の管理職が 28 名（41.1）％，教務
が 29 名（42.6％），その他（主席，主幹教諭等）が 4 名（5.9％），無回答 1 名
であった。 
また，分析には HAD（ver.16_031）（清水 2016）を使用した。 
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２ 質問紙の構成 
 質問紙は「CM の実施」，「PLC の醸成」，「専門性の継承・向上」に関する 3 部
構成とした。 
（１）CM の実施 
①CM の実施の有無 
CM に関する取組について「行っていない（ア）」，「意図的ではないが関連す
る取組を行っている（イ）」，「意図的に行っている（ウ）」の中から，いずれか
一つを選択する形式で回答を求めた。（イ），（ウ）を選択した回答者には，具体
的にどのような CM を実施しているのか，以下の CM の質を尋ねる質問への回答
を求めた。 
②CM の質 
CM の質については，各学校における CM の実施内容を尋ねる質問と選択項目
を作成した。その詳細は以下の通りである。 
まず「CM の推進者（CM を校内で誰が中心となって推進しているか）」に関し
て，「校長」，「管理職」，「教務」等の選択肢の中から該当する教職員全ての選択
を求めた。 
次に「学校全体で現在実施している（または過去に実施した）CM」について，
田村（2016a）の「カリキュラムマネジメントの対象」に基づき CM の取組に関
する 4 項目を作成した。1 つ目は「達成可能な目標の設定」（教育目標，めざす
子ども像，経営計画等を具体的で達成可能なものにする），2 つ目は「カリキュ
ラムの改善」（単位時間や単元，年間のカリキュラム等について，目標と手だて
を明確にし，授業を計画，展開し，振り返り，次の授業・単元や次年度のカリ
キュラムをさらによいものにする），3 つ目は「カリキュラムの『見える化』と
共有の場づくり」（カリキュラム関連文書（教育課程，年間指導計画，単元計画
等）を使って，目標や内容の関連性・系統性，手立て等を「見える化」し，そ
れを共有・継承する場や機会をつくる），4 つ目は「カリキュラム開発のための
協働の場づくり」（カリキュラム開発のための組織体制の整備，研究時間の捻出
や組織的な学習機会の確保を行い，学校全体で前向きにカリキュラム開発に取
り組む雰囲気等をつくる）であった。これに「該当無し」の項目を加え，これ
らの中から該当するもの全ての選択を求めた。 
 更に，「個別の指導計画，個別の教育支援計画等を活用して行っている取組」
に関して田村（2016a）の「カリキュラムマネジメントの対象」に基づき 2 項目
を作成した 1）。1 つ目は「個別の指導計画等を活用したカリキュラム改善」（個
別の指導計画の評価等を，カリキュラム（教育課程，年間指導計画，単元計画
等）の改善につなげている），2 つ目は「個別の指導計画等の共有の場づくり」
（個別の指導計画等を使って，学部，或いは学校全体でそれを共有し，意見交
換を行う機会を設定している）であった。これに「該当無し」の項目を加え，
これらの中から該当するもの全ての選択を求めた。 
 
特別支援学校における「専門職の学習共同体」の醸成 －カリキュラム・マネジメントおよび専門性の継承・向上の実現との関係性に着目して－
─ 109 ─
 （２）PLC の醸成 
PLC の醸成については，福畠ら（2017）の日本版 PLC 構成因子（「校長の支援
的・促進的リーダーシップ」，「教職員間の協働」，「支援的な状態・地域性」，「目
標の共有」，「学校内の信頼関係」）2）の項目，Hipp ＆ Huffman（2010）のイノ
ベーション配置図，田村（2016b）のカリキュラム・マネジメントチェックリス
トの項目を参考に作成した。その際，質問項目には特別支援学校の組織的な特
性として考えられる「一つの学校の中に複数の学部や学科が存在すること」，
｢県によっては学部や学科ごとに管理職が配置されていること｣，｢家庭・地域社
会とのつながりが密であること｣を加味した。なお，作成した質問項目について
は，教職歴 10 年以上の教職大学院の現職院生 4 名，教育学と心理学を専門とす
る大学教員 2 名との協議を経て内容を吟味した。さらに先の教職大学院生のう
ちの 2 名へのプレテストの結果を踏まえて表現の微修正を行った。その結果，
調査に使用する 34 項目を決定した。各質問項目への回答は「全くあてはまらな
い（ア）」，「あてはまらない（イ）」，「あてはまる（ウ）」，「非常にあてはまる（エ）」
の 4 件法により，実感として最も近いもの１つの選択を求めた。 
 
（３）専門性の継承・向上の実現 
 学校で「教職員の専門性を継承・向上することを実現できていると思うか」
という質問に対し，「実現できていない（ア）」，「あまり実現できていない（イ）」，
「概ね実現できている（ウ）」，「充分に実現できている（エ）」の中から実感と
して最も近いもの１つの選択を求めた。 
 
Ⅲ 結果 
１ 特別支援学校〔聴覚障害部門〕における PLC の構成因子 
（１）「PLC の醸成」に関する因子分析 
 「PLC の醸成」と「CM の実施」や「専門性の継承・向上の実現」との関係性
を明らかにするために，まずは特別支援学校における PLC の因子構造を明らか
にした。 
「PLC の醸成」に関する 34 項目（ダミー項目の 3 項目は除外）を対象に因子
分析（最小二乗法，プロマックス回転）を行った。因子の抽出数は日本版 PLC
の構成因子数と同じ５因子を指定して分析した。いずれの因子も固有値は 1 以
上を示し，5 因子による累積寄与率は 62.3％を示した。因子負荷量 0.35 の値を
基準とし，それに満たなかった 3 項目，2 つ以上の複数の因子に 0.35 以上の高
い因子負荷量を示した 2 項目を削除した 3）。 
最終的な因子分析の結果を表 1 に示す。この因子分析の結果は，福畠ら（2017）
の日本版 PLC と類似した構造が認められたため，日本版 PLC と比較しながら命
名を行った。第Ⅰ因子は，学校内の教職員同士，教職員と子ども，子ども同士
の信頼関係に関する内容で構成されるため，日本版 PLC に倣い「学校内の信頼
関係」と命名した。第Ⅱ因子は，教職員を中心としながら保護者や地域の積極
的な学校運営への関与を受けて目標を具現化するプロセスを含め，校内にある 
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表１ 特別支援学校版 PLC 構成因子 
項目 因子 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 
第Ⅰ因子「学校内の信頼関係」      
29：教職員は互いに信頼，尊重し自分の「思い」を伝え
合うことができる  
1.01 -.05 -.11 -.13 -.02
31：教職員間で互いの成果に気づき，認め合っている .99 -.05 .14 -.21 -.14
30：教職員は話し合いにおいて，多様な意見を尊重して
いる  
.84 -.08 -.05 -.20 .24
28：教職員は新しい教育実践に挑戦している .58 .16 .11 .18 -.25
32：教職員間で互いを思いやり，助け合っている .56 .16 -.13 .09 .37
33：教職員と子どもは互いに信頼し，尊重し合っている .54 .28 -.14 .16 .07
17：教職員間で学び合う関係がある .37 -.07 .23 .31 .17
第Ⅱ因子「管理職の支援的・促進的リーダーシップ」      
4：役割を担った教職員が円滑に業務を遂行できるように
管理職が支援している  
-.02 .98 -.11 -.06 .01
3：管理職は教職員を信頼し，新しい挑戦を推奨している .10 .81 -.11 .07 .02
2：管理職は重要事項に関する決定の際に，教職員の意見
や考えを踏まえている  
-.12 .66 .27 -.22 .18
5：管理職は教職員同士で実践を振り返り学び合うことを
促している  
.24 .60 .03 .00 -.18
1：管理職は教職員に対して情報を共有している -.12 .49 .24 -.17 .24
第Ⅲ因子「目標の共有」      
13：教職員間で自身の教育観，子ども観，指導観，経営
観などの価値観を話し合う機会がある  
.30 -.21 .67 .10 -.02
11：教職員が校内研究・研修に取り組む際に，「子どもの
学びと成長」に焦点をあてている  
.08 -.04 .66 -.15 -.02
15：教職員間でデータ等を活用して教育活動の振り返り
を行っている  
-.06 .14 .65 .06 .08
16：教職員は同僚との話し合いを通して，子どもの課題，
教育活動，共有した情報などについての認識を共有
している  
.13 -.08 .61 .03 .13
23：地域住民は子どものために，学校行事や課外活動
などに積極的に関与している  
-.12 -.07 .47 .19 .05
12：学校評価などで，学校教育目標や重点目標を評価し
ている  
-.27 .17 .47 .04 .10
8：学校教育目標や重点目標が，学部，学級，各分掌など
の目標設定の際に参照されている  
.28 .17 .42 .03 -.15
27：保護者や地域住民は，学校運営に積極的に関与して
いる  
-.10 .12 .38 .08 -.25
第Ⅳ因子「学校内外の協働」      
24：医療福祉関係者は子どものために積極的に学校に
関与している  
-.16 -.22 -.02 .72 .18
26：大学関係者は子どものために積極的に学校に関与し
ている  
-.23 -.03 .14 .56 -.14
21：教職員が教育実践を共有し，学び合う時間が確保さ
れている  
.10 .06 .07 .50 .13
25：県や市の教育委員会，教育センター等は積極的に学
校を支援している  
.11 .24 -.02 .42 -.05
第Ⅴ因子「教育資源の共有」      
20：教育活動のための教材や教具はすぐに使えるように
整理，整備されている  
.13 .01 .02 -.01 .73
19：教職員が必要な情報にアクセスできるよう，情報が
組織化され，利用可能になっている  
-.12 .09 .00 .11 .72
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 表 2 特別支援学校版 PLC 構成因子の因子間相関  
PLC 構成因子  相関係数  
Ⅱ  Ⅲ  Ⅳ  Ⅴ  
Ⅰ  学校内の信頼関係  .52 .46 .44 .36 
Ⅱ  管理職の支援的・促進的 LS －  .44 .37 .40 
Ⅲ  目標の共有  －  －  .58 .39 
Ⅳ  学校内外の協働  －  －  －  .34 
Ⅴ  教育資源の共有  －  －  －  －  
 
様々な目標を関連させ，目標に焦点をあてた教育活動を行うことに関する内容
で構成されている。そのため，日本版 PLC に倣い「目標の共有」と命名した。
第Ⅲ因子は，全ての教職員が円滑に教育活動等の業務を遂行できるように管理
職が支援し，教職員が学び合うことを推奨するリーダーシップに関する内容で
構成されている。日本版 PLC では｢校長の支援的・促進的リーダーシップ｣とさ
れているが，特別支援学校では県によっては各部門や各学部に管理職が配置さ
れており，その管理職がトップリーダー的役割を担う場合もあるため，質問項
目作成の段階から｢校長｣を｢管理職｣と改めた。そのため「管理職の支援的・促
進的リーダーシップ」と命名した。第Ⅳ因子は，教職員間で教育実践等を共有
しながら学び合うという点で，日本版 PLC の｢教職員間の協働｣に近い因子であ
った。しかし，それに加えて学校外の大学関係者，医療福祉関係者，教育行政
関係者の積極的な関与や支援に関する内容が含まれているため，「学校内外の
協働」と命名した。第Ⅴ因子は，教材・教具，情報を含めた教育資源の共有に
関する内容で構成されるため，「教育資源の共有」と命名した。本調査では，聴
覚障害部門のみを対象にしたため，特別支援学校全般に一般化した議論をする
には制約がある。しかし，特別支援学校に在籍する教職員は，障害部門を限定
せず県内の他の特別支援学校間を移動する場合が多い。そのため，聴覚障害部
門における学校文化は，県内の他の障害部門における学校文化と共通する部分
を多く有している可能性が高い。そこで，以上の 5 つの因子を特別支援学校版
PLC 構成因子とした。 
 各因子を構成した項目群について信頼性係数（α）を算出したところ，第Ⅰ
因子～第Ⅲ因子は.80 以上，第Ⅳ因子は.64，第Ⅴ因子は.71 の値を示したこと
から，内的整合性は概ね満たされていると判断した。 
 
２ 「CM の実施」，「PLC の醸成」，「専門性の継承・向上の実現」の関連 
（１）｢PLC の醸成｣と｢専門性の継承・向上の実現｣との関係 
「専門性の継承・向上の実現」の状況により「PLC の醸成」に違いがみられ
るかを検討するため，１要因分散分析を行った。「PLC の醸成」については，特
別支援学校版 PLC 構成因子をもとに得点化（各因子を構成する項目への評定値
を合計し，項目数で割って算出）した。専門性の継承・向上の実現については，
「充分に実現できている（エ）」を選択した学校は存在せず，また「実現できて 
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表 3 「専門性の継承・向上の実現」による「PLC の醸成」の違い  
PLC 構成因子  
専門性の継承・向上  
F 概ね実現  未実現  
平均  SD 平均  SD 
Ⅰ  学校内の信頼関係  3.18 0.32 2.86 0.32 15.04** 
Ⅱ  管理職の支援的・促進的 LS 3.37 0.39 3.06 0.39 9.49** 
Ⅲ  目標の共有  3.17 0.36 2.88 0.32 10.58** 
Ⅳ  学校内外の協働  3.01 0.37 2.74 0.35 8.48** 
Ⅴ  教育資源の共有  3.10 0.47 2.94 0.43 1.89 
**p<.01 
 
いない（ア）」を選択した学校は 3 校であったため，「実現できていない（ア）」，
「あまり実現できていない（イ）」の選択は併合し，「概ね実現群」と「未実現
群」の 2 つの群に分類して以降の分析を行った。 
 分析の結果，専門性の継承・向上について「概ね実現群」は，「未実現群」の
と比較して，PLC の「教育資源の共有」を除く，｢学校内の信頼関係｣
（F(1,62)=8.48），｢管理職の支援的・促進的リーダーシップ｣（F(1,62)=10.58），
｢目標の共有｣（F(1,62)=9.49），｢学校内外の協働｣（F(1,63)=15.04）の 4 因子 
の得点が有意に高かった（いずれも p<.01）（表 3）。このことから，PLC の 4 因
子について醸成されている学校では，専門性の継承・向上を実現できていると
実感される可能性が高いと解釈できる。つまり，PLC の醸成が専門性の継承・
向上に寄与する可能性が示唆されたといえる。 
 
（２）｢CM の実施｣と｢PLC の醸成｣・｢専門性の継承・向上の実現｣との関係 
続いて，「CM の実施」が「PLC の醸成」や「専門性の継承・向上の実現」につ
ながるかを検討した。「CM の実施」については，「意図的に実施している」と回
答した学校を「実施（意図的）群」，「意図的ではないが関連する取組を行って
いる」と回答した学校を「実施（無意図）群」，「行っていない」と回答した学
校を「未実施群」として分析を行った。 
まず，各校の「CM の実施」と「PLC の醸成」との１要因分散分析（表 4）を行
った結果，｢学校内外の協働｣についてのみ，CM の実施の主効果が有意となった
（F(2,62)=3.15,p<.05）。多重比較の結果，CM「実施（意図的）群」（M =2.99，
SD=0.25）が，CM「未実施群」（M=2.58，SD=0.38）よりも有意に高い得点を示し
た。CM「実施（意図的）群」と，CM「実施（無意図）群」の間，CM「実施（無
意図）群」と「CM 未実施群」の間にはそれぞれ有意な差は見られなかった。 
次に，「CM の実施」と「専門性の継承・向上の実現」とのクロス集計及びχ2
検定（表 5）を行った結果，「CM の実施」と「専門性の継承・向上の実現」との
全ての項目間で有意な偏りは見られなかった。 
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 表 4 「CM の実施」による「PLC の醸成」の違い  
PLC 構成因子  
CM の実施  
F 実施(意図的) 実施(無意図) 未実施  
平均  SD 平均 SD 平均 SD 
Ⅰ  学校内の信頼関係  3.09 0.39 3.02 0.34 3.04 0.31 0.26 
Ⅱ  管理職の支援的・
促進的 LS 
3.35 0.43 3.23 0.40 3.00 0.40 2.04 
Ⅲ  目標の共有  3.09 0.40 3.04 0.07 3.03 0.15 0.13 
Ⅳ  学校内外の協働  2.99 0.25 2.88 0.45 2.58 0.38 3.16* 
Ⅴ  教育資源の共有  3.14 0.54 2.95 0.35 3.00 0.50 1.32 
*p<.05 
 
表 5 「CM の実施」と「専門性の継承・向上の実現」に関するクロス集計結果 
CM の実施  専門性の継承・向上（学校）   
概ね実現している 実現していない 合計 
実施（意図的） 17(25.4%) 11(16.4%) 28(41.8%) 
実施(無意図) 21(31.3%) 11(16.4%) 32(47.8%) 
未実施 3(4.5%) 4(6.0%) 7(10.5%) 
合計 41(61.2%) 26(38.9%) 67(100%) 
 
（３）「CM の質」と「CM の実施」・「PLC の醸成」・「専門性の継承・向上の実現」
との関係 
意図的に CM を実施している学校においては質の高い CM が実施されているの
か，また，「CM の質」が「PLC の醸成」や「専門性の継承・向上の実現」に影響
を与えるのかを明らかにするため，「CM の質」と「CM の実施」・「PLC の醸成」・
「専門性の継承・向上の実現」の間の関係性をそれぞれ分析した。「CM の質」
については「CM の推進者」，「達成可能な目標の設定」，「カリキュラムの改
善」，「カリキュラムの『見える化』と共有の場づくり」，「カリキュラム開
発のための協働の場づくり」，「個別の指導計画等を活用したカリキュラム改
善」，「個別の指導計画等の共有の場づくり」の 7 項目を使用した。その際，
「CM の推進者」については，CM を推進している教職員を「管理職を含む群」と
「管理職を含まない群」に分けた。その他の 6 項目については，「実施群」，
「未実施群」に分けて分析を行った。 
 
①「CM の質」と「CM の実施」との関係 
「CM の質」（7 項目）と「CM の実施」（CM の実施が意図的かどうか）の関連性
を吟味するため，クロス集計及びχ2 検定を行った。その結果，「カリキュラム
開発のための協働の場づくり」についてのみ，回答に有意な偏りが見られた（χ
2=9.36, p<.01）（表 6）。CM「実施（意図的）群」では「実施」の回答が多く，
CM「実施（無意図）群」では「未実施」の回答が多かった。 
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表 6「CM の実施」と「カリキュラム開発のための協働の場づくり」に関するクロス集計結果 
変数   カリキュラム開発のための協働の場づくり   
  出現値 実施 未実施 合計 
CM の実施 実施（意図的） 12(20.0%) 16(26.7%) 28(46.7%) 
 実施(無意図) 3(5.0%) 29(48.3%) 32(53.3%) 
 合計 15(25%) 45(75%) 60(100%) 
 
②「CM の質」と「PLC 醸成」の関係 
続いて，「CM の質」（7 項目）が「PLC の醸成」（5 因子）に影響を与えるかを
検討するため，1 要因分散分析を行った。その結果，「カリキュラムの改善」の
実施群は，未実施群よりも，PLC の「目標の共有」（F(1,55)=4.60,p<.05），「学
校内外の協働」（F(1,55)=6.20，p<.05）の得点が有意に高かった(表 7)。 
また，「カリキュラムの『見える化』と共有の場づくり」の実施群は，未実施
群よりも，PLC の「学校内の信頼関係」（F(1,56)=4.94,p<.05），「目標の共有」
（F(1,55)=9.04，p<.01），「学校内外の協働」（F(1,55)=6.21，p<.05）の得点が
有意に高かった（表 8）。 
更に，「カリキュラム開発のための協働の場づくり」の実施群では，未実施群
よりも，PLC の「学校内の信頼関係」の得点が有意に高かった（F(1,56)=5.56，
p<.05）（表 9）。 
加えて，「個別の指導計画等を活用したカリキュラム改善」の実施群では，
未実施群よりも，PLC の「目標の共有」の得点が有意に高かった（F(1,55)=5.44，
p<.05）（表 10）。 
一方で，「CM の推進者」（誰が中心となって CM を推進しているのかというこ
と）や，「達成可能な目標の設定」（教育目標が達成可能になっているのかとい
うこと），「個別の指導計画等の共有の場づくり」について，PLC の因子のいず
れの得点においても，群間に有意な差は見られなかった。 
 
 
 
 
表 7 「カリキュラムの改善」の実施による「PLC の醸成」の違い 
PLC 構成因子  
カリキュラムの改善  
F 実施  未実施  
平均 SD 平均 SD 
Ⅰ  学校内の信頼関係  3.11 0.43 3.01 0.31 0.90 
Ⅱ  管理職の支援的・促進的 LS 3.30 0.42 3.25 0.39 0.28 
Ⅲ  目標の共有  3.18 0.44 3.00 0.29 4.60* 
Ⅳ  学校内外の協働  3.06 0.41 2.82 0.30 6.20* 
Ⅴ  教育資源の共有  3.11 0.53 3.00 0.40     0.85 
*p<.05  
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 表 8「カリキュラムの『見える化』と共有の場づくり」の実施による「PLC の醸成」の違い 
PLC 構成因子  
カリキュラムの「見える化」と共有の場づくり  
F 実施 未実施
平均 SD 平均  SD 
Ⅰ  学校内の信頼関係  3.20 0.44 2.98 0.30 4.94* 
Ⅱ  管理職の支援的・促進的 LS 3.35 0.47 3.23 0.35 1.15 
Ⅲ  目標の共有  3.24 0.46 2.95 0.28 9.04** 
Ⅳ  学校内外の協働  3.08 0.42 2.84 0.31 6.21* 
Ⅴ  教育資源の共有  3.16 0.52 2.99 0.41 1.96 
*p<.05  **<.01 
 
表 9「カリキュラム開発のための協働の場づくり」の実施による「PLC の醸成」の違い 
PLC 構成因子  
カリキュラム開発のための協働の場づくり  
F 実施   未実施  
平均  SD  平均   SD 
Ⅰ  学校内の信頼関係  3.25 0.34  3.00 0.36 5.56* 
Ⅱ  管理職の支援的・促進的 LS 3.40 0.46  3.23 0.38 1.87 
Ⅲ  目標の共有  3.17 0.44  3.03 0.36 1.40 
Ⅳ  学校内外の協働  2.95 0.25  2.92 0.40 0.06 
Ⅴ  教育資源の共有  3.16 0.45  3.01 0.46 1.27 
*p<.05 
 
表 10「個別の指導計画等を活用したカリキュラムの改善」の実施による「PLC の醸成」の違
い 
PLC 構成因子  
個別の指導計画等を活用したカリキュラム改善  
F 実施   未実施  
平均 SD  平均  SD 
Ⅰ  学校内の信頼関係  3.10 0.39  2.98 0.31 1.55 
Ⅱ  管理職の支援的・促進的 LS 3.33 0.45  3.21 0.35 1.19 
Ⅲ  目標の共有  3.15 0.39  2.92 0.31  5.44* 
Ⅳ  学校内外の協働  2.99 0.36  2.84 0.38 2.36 
Ⅴ  教育資源の共有  3.11 0.50  2.94 0.37  2.17 
*p<.05 
 
表 11「専門性の継承・向上」と「カリキュラムの『見える化』と共有の場づくり」クロス
集計結果 
変数   カリキュラムの「見える化」と共有の場づくり   
  出現値 実施 未実施 合計 
専門性の継承・
向上の実現 
（学校） 
概ね実現している △19(31.7%) ▼19(31.7%) 38(63.3%) 
実現していない ▼3(5.0%) △19(31.7%) 22(36.7%) 
合計 22(37.7%) 38(63.3%) 60(100%) 
※表中の△は人数が有意に多いこと，▼は人数が有意に少ないことを表す。 
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③「CM の質」と「専門性の継承・向上」の関係 
 最後に，「CM の質」（7 項目）と「専門性の継承・向上の実現」との関連につ
いてクロス集計及びχ2 検定を行った結果（表 11），「カリキュラムの『見える
化』と共有の場づくり」についてのみ，有意な人数の偏りがみられた（χ2=7.93, 
p<.01）。「カリキュラムの『見える化』と共有の場づくり」の実施群の学校では，
専門性の継承・向上を「概ね実現できている」という回答が多かった。 
 
Ⅳ 考察 
１ 特別支援学校版 PLC の構成因子 
 全国の特別支援学校〔聴覚障害部門〕を対象とした質問紙による調査と分析
を行った。因子分析により特別支援学校版 PLC として 5 つの構成因子（｢学校内
の信頼関係｣，｢管理職の支援的・促進的リーダーシップ｣，｢目標の共有｣，｢学
校内外の協働｣，｢教育資源の共有｣）が明らかとなった。これらは，日本版 PLC
の基本的な構造を維持しつつ，特別支援学校の組織特性に配慮した項目を組み
込むことで，その特徴を把握できる有用な尺度ないし測定の枠組みとなった。 
 その大きな特徴は「目標の共有」や「学校内外の協働」に表れている。特別
支援学校では通常の学校と比べ，一人ひとりの子どもに対する保護者や医療福
祉関係者等との情報交換や協働がより綿密に行われている。そのため，医療福
祉等をはじめとする学校外関係者の関与や支援は，日本版 PLC では｢支援的な
状態・地域性｣に含まれているが，特別支援学校版 PLC では，「学校内外の協働」
に含まれている。また，日本版 PLC では「目標の共有」の対象が学校内の教職
員を中心とされているが，特別支援学校版 PLC では保護者や地域も対象に含ま
れている。 
 
２ 「PLC の醸成」と「専門性の継承・向上」の関係性 
「PLC の醸成」が，「専門性の継承・向上」につながるのではないかという仮
説のもと，特別支援学校版 PLC 構成因子を活用して「PLC の醸成」と「専門性
の継承・向上の実現」との関係を分析した結果，4 つの因子で有意な差が見出
され，「PLC の醸成」が「専門性の継承・向上」に寄与することが示唆された。 
ただし，PLC の構成因子の中で唯一，「教育資源の共有」には有意な差が見出
されなかった。その理由として考えられるのは次の 2 点である。1 点目は測定
上の問題である。第Ⅴ因子の構成項目は 2 項目と限られており，PLC の因子と
して十分な内容を反映できていない可能性がある。2 点目は専門性の継承を図
る上で，校内での教材や教具の蓄積は比較的行われやすい一般的な手立てであ
るためである。つまり，「教育資源の共有」は専門性の継承・向上に本来寄与が
期待できるが，専門性の継承のためにほとんどの学校において実施されている
ため，今回の調査対象の学校では差が検出されなかった可能性がある。 
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 ３ 「CM の質」と「PLC の醸成」の関係性 
次に，学校における「CM の実施」，とりわけ「CM の質」が「PLC の醸成」に繋
がるのではないかという仮説のもと，どのような内容（質）の CM が，どの PLC
の因子に影響を与えるかを検討した。結果，CM の実施が意図的であるかどうか
は関係がなく，カリキュラムを基軸にしながら教職員間のつながりを深めるよ
うな CM の取組が「学校内の信頼関係」，「目標の共有」，「学校内外の協働」に関
する「PLC の醸成」に寄与することが示唆された。具体的にいうと，「カリキュ
ラムの改善」に取り組むことが，「目標の共有」，「学校内外の協働」の質を高め
る。また，「カリキュラムを『見える化』し共有する場をつくること」が「目標
の共有」，「学校内の信頼関係」，「学校内外の協働」の質を高める。更に，
「カリキュラム開発のための協働の場をつくること」が「学校内の信頼関係」
の質を高める。そして，「個別の指導計画等を活用したカリキュラム改善」が
「目標の共有」の質を高める可能性が高いことが明らかになった。つまり，カ
リキュラム関連文書（教育課程，年間指導計画，個別の指導計画，単元計画等）
を使って，目標や内容の関連性・系統性等を「見える化」し，それを共有・継
承する場や機会をつくることで，教職員間の目標に対する認識を共有するとと
もに，目標に対する教職員のコミットを高めることが期待できる。そして，教
職員間で行われる認識を共有するための対話や同じ目標に対するコミットの高
まりは「学校内の信頼関係」を高めることが予想される。また，「見える化」さ
れた資料は，校内外の協働に活用できるため，「学校内外の協働」の質を高めら
れるであろう。実際，CM を意図的に行っている学校では「カリキュラム開発の
ための協働の場づくり」が行われている場合が多く，PLC の「学校内外の協働」
が醸成されているという結果も表れている。 
ただし，個別の指導計画等の共有の場をつくることは，PLC の醸成には関連
しない可能性も示唆されている。特別支援学校の独自性でもある個別の指導計
画等には，子どもの実態，課題，目標，指導（支援）内容，指導（支援）方法，
評価等が記されており，その文面には教職員の価値観も表面化される。このよ
うな，子ども個人について記述した文書については共有するだけでなく，全体
のカリキュラム（教育目標，教育内容，教育時数等）の改善に活用することで，
個人の価値観を教職員間で共有しつつ組織の価値観（教育目標等）を見直すこ
とにもつながるため，「目標の共有」につながりやすくなると考えられる。 
一方，PLC を醸成する上で CM を中心となり推進する教職員の中に管理職が含
まれているかどうかは重要ではないことが示唆された。PLC の「管理職の支援
的・促進的リーダーシップ」の視点から考えると，管理職自身が CM の推進メン
バーに入るかどうかにかかわらず，CM の推進を担う教職員が円滑に業務を遂行
できるように支援することが重要と考えられる。他には，PLC を醸成する際に，
教育目標が達成可能になっているのかどうかは重要ではない可能性が示唆され
た。CM では教育目標を達成することが大きな目的とされているが，教育目標が
達成可能なものになっているということは大前提として，教育目標が意識され
た教育活動等の取組が，教職員によって日常的に行われることが重要であるか
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らではないだろうか。 
 
４ 「CM の質」と「専門性の継承・向上」の関係性 
最後に，どのような内容（質）の CM が専門性の継承・向上に影響を与えるか
を分析した結果，「カリキュラムを『見える化』し共有する場をつくること」
が専門性の継承・向上に寄与することが示唆された。専門性の継承・向上には，
その学校の中で大切にされている価値観を含めた知識・技能を教職員間で伝え
合い，高め合っていくという側面がある。カリキュラム関連文書（教育課程，
年間指導計画，単元計画等）には，これまで，学校の中で大切にされてきたこ
とが含まれている。これらを使って，目標や内容の関連性・系統性，手立て等
を「見える化」し，それを共有する場をつくることで，知識・技能を伝え合う
ことになりうるのではないだろうか。こうした取組は，専門性の継承・向上の
ための基本的な事項であるともいえるが，本調査の結果では約 63％（38 校）の
学校では実施されていなかったことから，学校における専門性の継承・向上へ
の大きな手がかりになると考える。 
 
５ 総括 
ここまでの考察を整理すると，カリキュラムを基軸としながら教職員間のつ
ながりを深めるような CM の取組が「学校内の信頼関係」，「目標の共有」，「学校
内外の協働」の質を高め PLC を醸成し，PLC の醸成は専門性の継承・向上に寄
与しうることが明らかになった。今後，教職員間のつながりをより意識した CM
の取組によって，「目標の共有」，「学校内の信頼関係」，「学校内外の協働」
に関連した PLC がどのように醸成されていくのかを学校現場における実践研究
を通して明らかにしていきたい。また，本研究の知見をもとに，他の障害部門
も含めた研究へと広げ精緻化を図っていきたい。 
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註 
1）これらの項目も，先に触れた「カリキュラムマネジメントの対象」（田村 2016a）
を参考に作成したが，「達成可能な目標」と「カリキュラム開発のための協働
の場づくり」に関する項目は割愛した。その理由は，個別の指導計画等の性
質から達成可能な目標の設定は全ての子どもを対象に行われているはずで
あるため，また，個別の指導計画等は全ての学校で作成（開発）されている
ため，これらの項目を設けてもほぼ 100％実施の回答が得られると推察され
たからである。 
 
2）わが国の学校における PLC を実証的に検討した福畠ら（2017）は，因子分析
により日本版 PLC の構成因子として「校長の支援的・促進的リーダーシップ」
（教師の主体性や挑戦性を促し，教師の学習や成長を支援する中央から導く
リーダーの行動スタイル等），「教職員間の協働」（子どもの学びや成長の現状
や自らの教育実践の実態の把握や，その成長と課題に関する教職員間の認識
の共有等），「支援的な状態・地域性」（学校の規範，教員の近接，コミュニケ
ーションシステム，職員にとっての時間と空間といった様々な状態），「目標
の共有」（学校目標と分掌や学年等の目標間の連動，目標の児童生徒の成長へ
の焦点化等），「学校内の信頼関係」（教職員間及び児童生徒と教職員間の信頼
や尊重，多様な意見の尊重，教職員間の円滑なコミュニケーション等）の 5
因子を析出した。 
 
3）削除された項目は，「7：教職員が学校教育目標や重点目標の見直しに関与し
ている」，「22：保護者は子どものために，学校行事や PTA 活動などに積極的
に参加している」，「9：教育課程が学校経営に関する目標の内容と合致してい
る」，｢10：教職員は学校教育目標や重点目標を意識して教育活動や経営活動
を行っている｣，｢14：教職員間で互いに授業の公開や参観を行っている｣の 5
項目である。 
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